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ミュレーション手法を用いて、気象・海象条件の評価

を行った。以下、その詳細について説明する。 図2 風速の 50年再現期待値 図 3風速作用時間

1.はじめに

東日本大震災および福島第一原子力発電所の事故

で被災した福島県の復興のために、政府は福島県沖合

の海域で世界初の浮体式洋上ウインドファームの実

証研究を開始した。本論文では第 1期工事にあたる

2MW風車を搭載した浮体式洋上風力発電設備および

世界初の浮体式サブステーションの設計に必要な気

象・海象条件(風速・水位・波・流速・津波)を評価

し、その結果を示す。

2. 実証研究のサイト

実証研究のサイトは、福島県の東京電力広野火力発

電所の沖合約 20kmのN37
0 

14' 15.18" ，E141
0 

16' 

53.656" (WGS84測地系、解析時点)を中心とした水

深約 120mの海域である(図1)。

図 1 実証研究サイト代表点の位置(解析時点)

3 気象・海象条件の評価

陸上に比べ、わが国の外洋における気象・海象の観

測データは不足しているため、本論文では、各種のシ

3. 1嵐速の評価

わが国のように熱帯低気圧(台風)および温帯低気

圧(非台風)の両方が強風の要因となる混合気候帯で

は、それぞれの強風の要因を考慮する必要がある。本
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研究では台風と非台風それぞれによる年最大風速の

非超過確率の合成確率分布から最大風速を求めた 1)。

台風による年最大風速の非超過確率は、 l万年の台

風シミュレーションにより求めた。図 2には台風と非

台風による年最大風速の確率分布の合成値を示す。積

率法によると、 85%分位値は次式(1)により、不確か

さは式 (2) より推定される。

X=X+ぴμ
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σu づい附-r)+。州 (2) 

ここに、元:50年最大風速の 85%分位値、王:50年

最大風速の 50%分位値、 σu 求めた再現期間に対応

する年最大風速の標準偏差(信頼区間)、 N 推定に

用いた母集団のデータ数、 σN 母集団の標準偏差、

y 求めたい再現期間に対応する基準化変数=3.9(50 

年)、 r オイラ一定数=0.57722である。推定値をそ

のまま使う場合には 50%の分位値になる O ハブ高さ

(60m)における再現期間 50年の最大風速は、台風に

起因する強風の不確かさを考慮、して 48.3m/sとした。
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疲労の評価に用いる風速階級別作用時間は、台風時

と非台風時の風速出現頻度を合成した風速出現頻度

から求めた。台風時の風速出現頻度は、代表点におけ

る台風シミュレーションによる l万年分の風の時系列

がワイブル分布に従うと仮定し、非台風時の風速出現

頻度は、代表点における風の時系列がワイブノレ分布に

従うと仮定し、それぞれのワイブルパラメータ(台風

時:k=1.99、c=15.27m/s、非台風時北=1.73、c=8.06m/s、

k:形状パラメー夕、 c:尺度ノミラメータ)から求めた。
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函3には年間風速階級別作用時間を示す。

再現期間 1年の最大風速は、磐城沖ガス田での 2004

10月 1日からの 730日間の 10分間平均風速の観測

値を、 MCP法によりサイト代表点のハブ高における

風速時系列に変換して求めた日最大風速より、積率法

により求めた(躍的。 MCP法の変換係数には気流解

析の結果を用いた。その結果、推定値の変動係数は

高々 3%であり、平均値のみを考えることにすると U1

推定値 (50%分位)は 32.5mJsで、 U1/U50=0.67<0.8と

なり、 IEC61400-1の第 3版による値 38.6mJsは安全側

の評価であることが確認された。

風速の鉛直分布のべき指数は、 3次元非線形気流予

測モデノレ MASCOTによる気流解析によって求めた風

速の鉛宣分布にべき法員Ijを当てはめることで求め 0.1

とした。これは IEC61400幽 3に規定されている暴風時の

値 0.11とほぼ同じである。基準乱流強度は IEC61400-3

の推奨値を採用し 1rerO.12とした。なお、磐城沖ガス

田の観測結果 2)はL・4の値を下回ったので、安全倶IJの評

価である。発電時および疲労評価で、は190口町/Uhub、

σ1=ル(0.75Uhub+
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図 4風速 1年再現期待値 図5中心気ff低下量

3.2 水位の評価

(H瓦 W.L.) は、天文潮に気象潮を加え

て算出する。 IEC61400悶 3によれば、天文潮としては最

高天文瀬位 (H.A.T.)を用いることが規定されている

が、わが国でで、は港湾基準 3勾)のように朔望平均満j瀬朝位

(耳

は天文潮としては、港湾基準に準じて H.W.L.を用い、

これに気象潮(台風潮位偏差の 50年再現期待値)を

加えることで H.H

天文j潮朝は、平成 24年潮位表(気象庁発行)4)の小名

浜港におけるデータを患いて設定した。その結果、平

均潮位M.S.L.=C.D.L.十0.84m、期望平均満潮位H.W.L.

=C.D.L. + 1.44mとなった。

気象潮としては、式(3)に示す台風潮位偏差の 50

再現期待値C(cm)を推定した。

ζ=αb.[Jso + bU[Omin∞sθ+c 

ここに、 d.PSO (hPa)は中心気圧低下量の 50年再現期

待値、 U10min (mJS)は海面上 10m高さにおける 10分間

平均風速の 50年再現期待値で、台風シミュレーショ

ンにより求めたハブ高さにおける 10分間平均愚速の

50年再現期待値 48.3m1sを用い、べき指数αは0.1とし

て求めた。 θは主風向と U10minのなす角である。式(3)

には、低気圧による海面の吸い上げ分および風による

吹き寄せ分が考臆されており、 α、b、c、θは港湾指針

によって各地点毎に与えられる定数である。ここでは、

θは安全保.IJの評価にするため 0
0

とした。

中心気圧低下量d.pは、 1961年'"'"'2007年の 47年間

に、代表点から半径 500km以内を通過し、中心気圧が

985hPa以下となった台風の海面気圧データから、台風

毎の周辺気圧九 (hPa)と代表点最接近時の中心気圧

鳥 (hPa)を用いて b.[J=九ーヰによって求め、その 50

年再現期待値d.pSOは極値統計解析により算出したo

d.pの確率分布は対数正規分布とワイブノレ分布に基づ

く混合確率分布 5)でモデル化できるが、本代表点の緯

度は 36
0

であることから対数正規分布とした(図 5)0

再現期間がR年の非超過確率は、 F= 1-1/(λR)で求

められる O ここで、 λは年平均発生率 (=N/K)、N は

観測期間に通過する台風の個数、 K(年)は観測期間

である。候補海域付近(小名浜特別地域気象観測所)

を通過した台風は N=81個であるため、 λ;=1.7234、

F=0.988395、d.pSO=67.5hPaとなる。

表 lには潮位の評価結果を示す。高潮パラメータと

しては港湾基準に示されている最寄りの港湾とじて

銚子と宮古の値を用いた。その結果、設計高潮位とし

ては大きい方の銚子の値 C.D.L.+2.77mを採用した。

表 1 期望平均満潮位盤台風潮位偏差創設計高瀬位

銚子 宮吉

高潮パラメータ
α口 0.622 a=1.193 
b=0.056 b=0.012 
c=O c=O 

UlOmin(rnls) 40.4 
中心気圧低下量の

67.5 
50年再現期待値L1p(hPa) 

台風潮位偏差αm) 1.33 1.00 
朔望平均満潮位註.W.L.(m) C.D.L.十1.44
設計両潮位 H.H.W.L.(m) C.D.L.十2.77 C.D.L.+2.44 

採用値 C.D.L.ート2.77

(3) 

3.3波浪の評価

極値海況は国や県の資料に基づき、疲労評価のため

の通常海況は、風波とうねりを考慮、して設定した。

極値海沈は、表 2に示す公表された波高と波周期の

値 6~8)を比較し、極値有義波高の 50 年再現期待値には

最も大きい値である l1.71mを、それに組み合わせる

波周期には 13秒を基本値として採黒した。
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表2 波浪条件の公表値の比較

波高(rn)

l 1.71(ALL) 
11.0(ENE-ESE) 

8.4(E四 SE)

20/1.86=10.8 

富岡

福島
福島県土木設計マニュアノレ 7)

磐城沖ブ。ラットフォーム設計値 8)

国総研資料 6)

疲労評価に舟いる通常海況の評価では、海上技術安

全研究所の日本近海の風と波のデータベース 9)から沖

合の風速、波高、波周期を抽出し、次式に示す平均有

義波高HO，1t館、等価有義波高HO，eqv、調和平均有義波

周期 TO，meを風速ピン毎に求めた。

H
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ヤト
]
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一
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HO，eqv =ι土HCI，

Lett 
なお、等価有義波高ではらN曲線(m=4)を考慮、した。

通常、波浪は風波とうねりが混在しているが、 5MB

法による波と風の関係式には、うねりの影響が考慮、さ

れない。図 6には、式(5)に示す風波とうねりの混合モ

デル 10)から求めた有義波高 H1I3および有義波周期 T1I3

と風速の関係を示す。波浪観測データから求めた平均

存義波高、等価有義波高および有義波周期も併記した。
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図6 波高掴波庖期の評価

H叫O口 αd叫H叫O岬+(ト1ト一α)凡H叫Oい，

九，グ刈川ηm附le α九，S雌 + (1 一α 汎汎，s仰山w附 el1

ここに、 HO.SMB' 九s脇:風波の波高と周期の 5MB

法による推算値 HO.swell ' TO.swell うねりの波高と周

期、 α:混合係数でそれぞれ次式で表される。

1 = 1.31 + (2.46… 1.31)u10/12， 

(4) 

うねりを考慮することにより、低風速域における有義

波高および有義波周期の増大を再現した。

3.4海面流速の評価

海面流速の評価は、海洋研究開発機構の JCOPE(日

本沿海予測可能性実験)の海流シミュレーションデー

タ 11)用いて、その極値解析により再現期間 50年と再

現期間 l年の海面流速を算定することで、行った。

検討に用いたデータは、 2002年 3月 1日から 10年

の日平均流速から換算して求めた日最大流速からの

年最大流速と、 2010年 6丹 1日から 1年 9ヶ月の 1時

間毎データから求めた日最大流速で、格子解像度はそ

れぞれ 11120および 11360である。なお、この海面流速

データには海流、潮流、吹送流が含まれているものと

して評価を行った。

図 7(a)には海面流速の年最大流速の極値解析結果を

示すが、標本数が 10個と少ないため、不確かさが大

きい。 IECでは推定値の不確かさが 5%程度であれば

許容範囲内であり、安全係数として1.1をとればカバ

ーできる O 一方，今回の推定結果の変動係数は

σu/王=0.19/14.2 = 13.5%であり、 IECの許容範囲を超

えている。従って、信頼性を高めるため、標準備差の

半分程度を考慮し、海部流速の 50年再現期待値は

1.5m/sとした。
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(a) 50年再現期待値 (b) 1年再現期待値

図7 海面流速の評価

図 7(めには日最大流速の極値解析結果を示すが、標

本数が 639個と多く、 1年再現期待値の 50%分位値は

Gumbe1分布を最小二乗近似しでも積率法でもほとん

ど変わらない。積率法で求まる不確かさは約 3%であ
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り、 IECの許容範囲内のため不確かさを考慮する必要

はなく、海面流速の 1年再現期待値は 1.0m/sとした。

3.5津波の評価

津波が浮体に与える影響、特に係留張力を検討する

ために、非線形長波理論式に基づく津波解析 12)を実施

し、サイトでの潮位偏差と水流速度を求めた。

断層モデ、ルにはマンシンハ・スマイリーの断層モデ

ル 13)を用い、断層パラメータには東北大学モデル

(version1.2) 14)を用いた。解析法の妥当性の検証の詳

細は、紙面の都合により割愛するが、検証は設計津波

対象群(明治三陸タイプ地震津波)に対する福島県沿

岸域での計算結果 15)および、最大クラスの津波(平成

23年東北地方太平洋沖地震津波)での NOWPHASの

福島県(小名浜)沖 GPS波浪計(鴎1)による観測結

果 16)に対して行い、本解析法の妥当性を確認した。

密8 サイト代表点が最大潮位偏差時の潮位分布
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図9 津波の潮位嬬差と流速の絶対櫨の解析結果

図8には今次津波による代表点の最大潮位備差時の

潮位分布を、図 9には潮位偏差と水平流速の変化を示

す。最大潮位偏差は二つ自のピークで生じη与 3.2mで

ある。最大水平流速は 0.77m1sで、これは線形長波理

論による値u=長/hr;口五万130x 3.2 = 0.88(m/s) (g: 

重力加速度， h:水深)よりやや小さいが、この差は

線形理論では考慮、されない移流と摩擦の効果と考え

られる。設計値としては、海面流速の年平均値 O.lm/s

(吹送流を含む) 17)を組み合わせて 0.87m1sとした0

4 まとめ

本論文では福島沖にて実施中の 2MW風車搭載した

浮体式洋上風力発電設備および世界初の浮体式サブ

ステーションの実証研究のための気象・海象条件の評

価結果を示した。今年 12月からサブステーションに

搭載した各種計溺機器を用いて世界初の包括的な浮

体式洋上気象・海象観測を開始すると共に、気象・海

象データを用いて本研究で提案した様々な予測手法

の精度を評価する予定である。

謝辞本研究は経済産業省資源エネルギー庁の平成 24年度
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